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NISAの抜本的拡充・恒久化（2024年1月～）
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NISAの政策目的①（制度拡充前後の文書）

◼ 中間層を中心とする層に対して安定的な資産形成を促す観点からは、将来にわたって安定的な制度として NISA を措置する
ことで、NISAを活用した金融資産形成についての予見を可能とすることが必要（資産所得倍増プラン。新しい資本主義のグラ
ンドデザイン及び実行計画2023改訂版に同旨）

◼ 中間層を中心とする層が、幅広く資本市場に参加することを通じて成長の果実を享受できる環境を整備することが極めて重要
（令和５年度与党税制改正大綱）

◼ ＮＩＳＡ制度は安定的な資産形成を目的とするもの（令和５年度与党税制改正大綱）

◼ 若年期から高齢期に至るまで、長期・積立・分散投資による継続的な資産形成を行えるよう、非課税保有期間を無期限化する
とともに、口座開設可能期間については期限を設けず、ＮＩＳＡ制度を恒久的な措置とする。あわせて、個人のライフステージに
応じて、資金に余裕があるときに短期間で集中的な投資を行うニーズにも対応できるよう、年間投資上限額を拡充する
（令和５年度与党税制改正大綱）

◼ 金融商品から得た利益が非課税となる期間について無期限とし、金融商品の長期保有へのインセンティブを抜本的に強化
（資産所得倍増プラン）

つみたて投資枠・成長投資枠共通



NISAの政策目的②（制度拡充前後の文書）

◼ 一定の投資信託を対象とする長期・積立・分散投資の枠（令和５年度与党税制改正大綱）

  [参考]「長期・積立・分散投資に資する投資信託に関するワーキング・グループ」報告書（平成29年3月30日）（抜粋）

     家計の安定的な資産形成を支援するための制度として、平成26年１月から開始されたNISAは、着実に普及・定着が進んでいるが、
   特に積立による 長期投資を強く後押ししていくとの観点から、平成29年度税制改正において積立NISAの創設が決定され、関連する

税制改正法案が国会で可決・成立した

◼ （前身である）つみたて NISA は、投資先を金融庁が告示した要件を満たす長期・積立・分散投資に適した公募株式投資信託
と上場株式投資信託（ETF）に限定している。 このため、投資経験が浅い者等にとっての少額からの長期・積立・分散投資を
支援するのに利便性の高い制度となっている（資産所得倍増プラン）

◼ 企業の成長投資につながる家計から資本市場への資金の流れを一層強力に後押しする観点から、上場株式への投資が可能
な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継ぐ「成長投資枠」を設ける（令和５年度与党税制改正大綱）

◼ （前身である）一般 NISA は、株式投資信託、国内・海外上場株式も含めて幅広い投資先への投資が可能であり、個人投資家
による企業への投資が企業の成長を支える資金となり、成長の果実が個人投資家に還元されるという循環がある。一般 NISA 
を用いて個人が企業に対して直接資金を供給することで、資金面から日本の成長を支えるエコシステムの構築につながる
（資産所得倍増プラン）

◼ 貯蓄から投資を実現するためには、預貯金の過半を保有する高齢者の投資を促し、高齢者にとって望ましい資産ポートフォリ
オ・資産配分実現のためにも一般NISAの投資上限を拡大することが必要である（資産所得倍増プラン）

◼ 働き方が多様化する中で、定期的な収入ではなく非恒常的な収入に よって生活するフリーランス等の新しい働き方を選択する
層も増加している。こうした多様な働き方を支援するためには、資金に余裕のあるときに集中的に投資を行うことができる環境
を整備することが望ましく、一般 NISA の拡充の必要性が高い（資産所得倍増プラン）

つみたて投資枠

成長投資枠
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家計の安定的な資産形成
（NISAの抜本的拡充・恒久化や金融リテラシーの向上）

販売会社（銀行・証券）、アドバイザー
による顧客本位の業務運営の確保

資産運用業の高度化や
アセットオーナーの機能強化

③ 資産運用業・アセットオーナーシップ改革

① 資産所得倍増プラン
（2022年11月）

企業の持続的な成長
金融・資本市場の機能の向上

② コーポレートガバナンス改革の実質化に向けた
アクション・プログラム（2023年４月）

資産運用立国実現プラン（2023年12月13日）
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NISAの政策目的③（「資産運用立国実現プラン」における位置づけ）

政府は、家計の資金が成長投資に向かい、企業価値向上の恩恵が家計に還元されることで、
更なる投資や消費に繋がる、「成長と分配の好循環」を実現することを目指して、 「資産運用立国実
現プラン」を策定し、インベストメントチェーンを構成する各主体に対して様々な取組を実施している。

NISAは、その中で、「家計の安定的な資産形成」のための施策として位置づけられている。



NISAの利便性向上等、金融経済教育の推進
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○ NISAを通じた家計の安定的な資産形成について、制度面から支援するため、手続の更なる簡素
化・合理化など、税制改正を通じて利便性向上等に取り組んでいる。

○ 2024年４月に金融経済教育推進機構（J-FLEC）を設立し、官民一体となって、金融経済教育を戦
略的に推進している。

令和７年度税制改正 J-FLEC

金融機関変更時の即日買付

NISA口座（勘定）は、金融機関変更手続の実施日に設けられ
ることとし、即日買付を可能とする。仮に二重口座等であった
場合には、変更手続時まで遡って課税口座（特定口座又は一
般口座）へ移管。

投資者 変更後
金融機関

税務署

①金融機関
   変更手続

③金融機関
変更情報

⑤変更可否回答

④二重口座等確認

改正前は⑤後に買付可能
（①から約１～２週間後）②即日買付が可能に

課税口座【仮に、二重口座等であった場合】
変更手続時まで遡及して課税口座へ移管

活動概要

2024年８月から本格稼働を開始し、学校や企業への講師派遣、
認定アドバイザーによる無料電話相談の受付や個別相談の
無料体験、個別相談に使える割引クーポンの配布といった事
業を展開。

「お金の知識力無料診断」も公開中
（出典）J-FLECホームページ



家計の安定的な資産形成の促進の観点から、NISAについて、効果検証を行いつつ、その制度や運用上の
改善点を検討すること。具体的には、政策目的を踏まえた効果検証やつみたて投資枠における対象商品の
考え方の整理等を行う。

NISAに関する有識者会議の開催

設置目的

議論内容
• 政策目的を踏まえた効果検証

• 制度・運用上の課題・改善点

• つみたて投資枠における対象株式指数の考え方

• 市況急変時の対応

主なご意見

（効果検証）
• NISAが幅広い層の家計に利用され、また、個
人のライフステージに応じて使い分けられてい
ることは好印象。

• 制度が開始して１年であり、何らかの評価は難
しい。拙速に評価、結論を出すのではなく、継
続的に様々なデータセットを見ていく必要。

（制度・運用上の課題・改善点）
• 日本に投資しやすい環境を整えるためには、投
資先の魅力向上や選択肢の充実が課題。

（対象株式指数の考え方）
• つみたて投資枠は、初心者が投資の第一歩を踏
み出すというための枠であることを踏まえ、初心者
が投資を始めたばかりの段階で、リスクに耐えら
れずに投資を中断してしまう可能性はできるだけ
制度設計の段階で排除しておく必要。

（市況急変時の対応）
• 今回の市況急変において、投資家の行動は冷静
だったと受け止めており、金融経済教育などを通じ、
長期・積立・分散投資の考えが広まっていると感じ
ている。引き続き、金融経済教育の推進や適切な
情報発信を行っていく必要がある。

第２回（令和７年４月22日）第１回（令和７年４月３日）

＜構成員＞

座 長：上田 亮子（京都大学経営管理大学院 客員教授）
メンバー：祝迫 得夫（一橋大学経済研究所 所長）、神戸 孝（FPアソシエイツ＆コンサルティング チーフ・エグゼクティブ・ディレクター）、

野尻 哲史（フィンウェル研究所所長）、野村 亜紀子（野村資本市場研究所 主席研究員）、宮本 佐知子（日本証券経済研究所 シニア
フェロー/西日本フィナンシャルHD取締役監査等委員（社外））、三和 裕美子（明治大学商学部 専任教授） 7



NISAの効果検証
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中間層を中心とする層に対して安定的な資産形成を促すこと

中間層を中心とする幅広い層にリーチ ［検証項目１］

→ １）NISA口座数・買付額 9 

安定的な資産形成の促進  ［検証項目２］

→ ２）NISAにおける継続保有状況 1 3

政策目的

検証項目

→ ２）利用者層の分析①（世代別） 1 0

→ ３）利用者層の分析②（年収別） 1 1

家計金融資産の増加  ［検証項目３］

→ １）家計金融資産の変化 1 4  

→ １）NISAの利用目的 1 2

アウトプット

アウトカム

インパクト

インプット

アクティビティ NISAの利便性向上等、金融経済教育の推進

制度の抜本的拡充・恒久化



◼ 2024年１月のNISAの抜本的拡充・恒久化に伴い、口座数、買付額共に伸びが拡大。
○ NISA口座数は、2025年３月末で約2,647万口座（2023年12月末から約522万口座〈25％〉増）。

○ NISA買付額は、2025年３月末で累計約59.2兆円（2023年12月末から約24.0兆円〈68％〉増 ）。

資産所得倍増プランで掲げる目標（2027年末時点のNISA口座数：3,400 万口座、総買付額：56兆円）のうち、NISA買付額56兆円を達成。 
 2024年の1年間で、ここ数年の年間増加額（5兆円程度）の３倍以上増(累計額でも約５割増)。

○ 2024年のNISA年間買付額は、成長投資枠で約12.4兆円(2023年から約8.9兆円増（約3.5倍)) 、

つみたて投資枠で約5.0兆円 (2023年から約3.3兆円増（約2.9倍))。

［検証項目１⑴］NISA口座数・買付額
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［検証項目１ ⑵ ］利用者層の分析① （世代別）

◼ 2024年は、全ての世代において口座数が増加する中、特に20代以下に高い伸びが見られる。

○ 2024年12月末までのNISAの口座数の伸びは20代以下が1.33倍と最も大きい。

◼ 購入状況（右下図）を見ると、つみたて投資枠・成長投資枠ともに、幅広い世代による利用が見られる。

○ つみたて投資枠：20代以下が91.6％と最も高く、50代以下の各世代でも80％以上と高い。

○ 成長投資枠：全世代で６割超の者が１回以上購入しており、年代が高いほど購入した者の割合が高い。

 ライフステージに応じた、資金に余裕のあるときの集中的な投資の受け皿に。
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つみたて投資枠・成長投資枠における購入状況（１回以上購入した者の割合、世代別）

成長投資枠

(出典) 金融庁ホームページより作成

(注) 2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。つみたて投資枠、成長投資枠でそれぞれ１回
以上購入した者の割合（世代別）

(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」より金融庁作成
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［検証項目１ ⑶ ］利用者層の分析② （年収別）

◼  年収を問わず幅広い層がNISAを利用しており、年収「500万円未満」の層が約７割（67.4％）を占める。

◼  年収「500万円未満」の層における口座開設は、2024年が最も多い。

○ 年収「300万円未満」の層におけるNISA口座の開設年は、2024年の割合が20％と最も高く、
   年収「300～500万円未満」の層においても、2024年の割合が17.4％と最も高い。

NISA利用状況（年収別）

500万円未満
67.4%

NISA口座開設状況（年収別）
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(注1) （左図）2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。当該7,610人の年収分布
(注2）（右図）国税庁「令和５年分 民間給与実態統計調査」より2022年の年間給与額分布
(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」及び国税庁

  「令和５年分 民間給与実態統計調査」より金融庁作成

(注) 2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。そのうち年収500万円未満の者の
口座開設年の分布（年収別）

(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」より金融庁作成

2024年アンケート結果（年収別） （参考）2022年における年間給与額分布
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［検証項目２⑴］NISAの利用目的

E
S
G

NISAにおける商品の購入理由（購入銘柄上位５銘柄）

(注１) 2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。つみたて投資枠、成長投資枠
それぞれの一人あたり購入銘柄上位５銘柄の購入理由を集計。複数回答可

(注２）つみたて投資枠は中長期の投資が前提であることや株式への直接投資が出来ないことから、関連した設問を除外
(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」より金融庁作成

NISAを利用した動機・目的

(注) 2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。つみたて投資枠、成長投資枠
それぞれについて利用した動機・目的を集計。複数回答可

(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」より金融庁作成

つみたて投資枠

成長投資枠

つみたて投資枠

成長投資枠

E
S
G

◼ NISAの利用目的は、特定の資金需要への対応よりも、将来への備えや資産形成であるといった回答が多い。

 ○ 2024年にNISAを利用した動機・目的は将来・老後の生活資金が58％と最も高く、資産形成、将来の不測の事態への備えと続く。

◼ NISAにおける商品購入理由は、長期・積立・分散に関連した回答が一定程度見られ、意識の浸透が伺われる。

 ○ 成長投資枠は中長期的な株価上昇が25.4％と最も高く、両投資枠を通じてポートフォリオ（保有商品）の多様化といったリスク

 の異なる資産への分散投資を意識した回答も一定程度みられる。

12

将来・老
後の生活
資金 

資産形成 将来の不
測の事態
への備え 

日々の生
活資金 

教育資金 特になし ライフイ
ベント費
用の捻出 

耐久消費
財費用の
捻出 

その他 

 

将来・老
後の生活
資金 

資産形成 将来の不
測の事態
への備え 

日々の生
活資金 

特になし 教育資金 耐久消費
財費用の
捻出 

ライフイ
ベント費
用の捻出 

その他 

 

51.6%
47.7%

22.0%

14.2%
10.2% 9.8% 8.2%

5.9%
1.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

58.2%

41.9%

26.4%

13.3% 11.7%
9.0% 6.9% 6.9%

0.4%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

25.4%
23.4%

15.8%
14.3%14.0%

11.9%11.2%
9.0% 8.7% 8.3% 7.5%

5.5%
4.2%

2.7% 1.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

34.3%
31.5%

19.9%
17.2%

14.0%13.6%

7.2%
3.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%



75.3%

24.7%

83.2%

16.8%

82.7%

17.3%

94.2%

5.8%

◼ 2024年のNISAの利用においては、継続保有の割合が高く、長期投資の意識の浸透が伺われる。

○2024年における年間の総買付額に占める年末の簿価残高の割合（以下、「継続保有率」）は、86.1％と高く、

特につみたて投資枠では94.2％と９割を超える。

○2024年における１銘柄も売却していない割合（以下、「非売却率」）も、79.5％(約８割)と高い。
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［検証項目２⑵］NISAにおける継続保有状況

(注１)大手証券会社10社にアンケートを実施。集計・回答が可能であった大手証券会社７社における
速報値

(注２) NISAにおける2024年の年間総買付額と2024年末の簿価の差から継続保有の割合を算出
(出典) 大手証券会社７社のデータより金融庁作成

つみたて投資枠・成長投資枠の継続保有状況（継続保有率）

つみたて投資枠 成長投資枠

つみたて投資枠・成長投資枠の継続保有状況（売却銘柄数）

つみたて投資枠 成長投資枠

(注) 2024年にNISAにて金融商品を購入した者7,610人にアンケートを実施。つみたて投資枠、成長投資枠
利用者それぞれの年間の売却銘柄数を集計

(出典)日本証券業協会「新NISA開始１年後の利用動向に関する調査結果(速報版)について」より金融庁作成

１銘柄以上売却 １銘柄以上売却

継続保有率

両投資枠を通じて継続保有率86.1％ 両投資枠を通じて非売却率79.5％

継続保有率 １銘柄も売却なし １銘柄も売却なし



［検証項目３］家計金融資産の変化

家計金融資産の前年比、寄与度

◼ 我が国の家計金融資産（約2,230兆円）は、長い目でみれば増加を続けているが、引き続き、現預金が占

める割合は高い（50.9％）。

◼ 株式等や投資信託の割合は現預金に比べれば低いものの、足もとでは、こうした相対的にリスク・リターン

の高い資産が牽引して家計金融資産が増加しており、成長の果実が家計に還元されている格好。

◼ フローでみると、足もとでは投資信託への資金流入が続き、株式等・投資信託計では流入超となっており、
家計金融資産の増加に寄与している。

※ なお、株式等のフローはマイナス（売却超）となっているが、この点については、企業が投資対象としての魅力を高め

ていくための施策を併せて行うことが必要と考えられる。

家計金融資産の残高

14
（出典）日本銀行「資金循環統計」より金融庁作成

家計における株式等、投資信託のフロー
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